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6 ． 日本と中国における映画の 
普及パターンに影響を与える要因

1）

1 ）はじめに
赵（2005）は，米国映画の興行収入が持続的に
増加する原因の 1つとして，時間と空間を効率的
に利用することをあげ，米国の映画産業のスケ
ジューリングが，映画の興行収入にプラスの影響

を与えていると指摘した。例えば，映画の内容と
上映季節の組み合わせ，映画の主題と上映された
祝日の組み合わせなどである。同様の指摘は
Litman（1983）においてもなされている。さらに，
赵（2005）は，映画産業にとって夏休みの上映期
間は重要であり，この期間は主流の映画が上映さ
れることが多く，少数派映画は競争を避けるため，
その後の時期を選ぶことが多いと述べている。
このことから，主流映画と少数派映画では消費

の行動が異なり，期間が異なると消費者が映画を
観に行くコストも異なるため，上映時期は興行収 1）この章は朱が担当した。

三田商学研究
第61巻第 3号
2018 年 8 月

2018年 5 月31日掲載承認

映画の興行収入トレンドの規定要因
─ 日中米のデータを用いて（後篇）─

＜要　　約＞
本稿では，前篇に引き続いて，映画の興行収入のパターンに与える影響を分析する。まず，日
中の映画について情報環境の変化，公開日（夏休み，春休み，土日など），映画の特性（レイ
ティング，製作会社，ジャンルなど）がトレンドに与える影響を分析した。情報環境の浸透の代
理変数として導入した「年」は革新係数 pに対して，日本では負であるのに対して，中国では正
となった。つまり日本では，興行収入のピークがより早い時期にシフトしてきているのに対して，
中国では，より遅くなっていると言える。ついで，中国でのオンラインチケットの普及が公開後
の興行収入のパターンに与える影響について分析した。その結果，オンラインチケット普及率は
各映画の潜在市場規模に対して負，革新係数と模倣係数に対してともに正で有意となった。これ
は映画ごとの観客数は減少していることを意味する。

＜キーワード＞
Bassモデル，映画の興行収入，グローバル・マーケティング，中国市場

資　　料

朱　　　趙　菁　　陳　　　　　璐
多　田　　　伶　　清　水　亮　輔
濱　岡　　　豊



三 田 商 学 研 究86

入だけではなく，普及パターンにも影響を及ぼす
だろう。

Cabral and Natividad （2016） は，映画公開日か
ら 1週間目の興行収入が 1位になることは，映画
の知名度を高め，映画の成功に経済的および統計
的に有意な影響があることを示した。つまり 1週
間目の興行収入を知ることは重要なのである。こ
れまでの研究は映画の興行収入への影響要因に関
するものが多いが，映画の普及パターンにも注目
する必要がある。
本研究では，Bassモデルで推定した革新係数

（p），模倣係数（q）と潜在市場規模（m）によっ
て，映画の普及パターンをパラメータ化し，普及
パターンに影響を与える要因を明らかにする。本
章では，日本と中国で上映された映画の上映スケ
ジュールを中心に，映画の上映された年，ジャン
ル，レイティング，スタジオなどの変数も追加し，
映画の普及パターンに影響を与える要因を分析す
る。

2）仮説
以下ではいくつかの変数が，Bassモデルにお

ける革新係数（p），模倣係数（q）と潜在市場規
模（m）それぞれに異なる影響を考えているため，
これらと普及パターンについて整理しておく。

Bassモデルの中で，革新者（広告などの外部
影響を受けていち早く採用する消費者）は常に存
在しているが，時間の経過とともに減少する。つ
まり，革新係数（p）が大きければ大きいほど，
映画の初期の収入が多くなる。模倣者は革新者か
らの影響を受けている。つまり，模倣係数（q）
が大きければ大きいほど，映画の後期の収入が多
くなる。Bassモデルでは，潜在市場規模（m）
は製品普及の期間内で変わらないことが前提であ
るが，現実的には，価格などの影響を受けて変動
する。
・情報環境変化の影響
インターネットの普及により，eクチコミは映

画市場にも大きな影響を与えている。宮田
（2005）は日本のインターネット利用者への調査
を行い，1999年の時点で，回答者の 9割以上が商
品の情報源としてインターネットを利用していた
ことを報告している。有名な監督や役者が出演し

ていることを理由に映画を観るのではなく，eク
チコミを見た後に映画を観るかどうかを決める消
費者が多くなったと考えられる。ただし，情報環
境について変数を測定することは困難であり，こ
こでは「年」をその代理変数と考えて仮説を設定
する。

Hyj： 日本においては，経過年と革新係数 pに
は負（Hyjp：－），模倣係数 qには正（Hyjq：
＋），潜在市場規模mには正（Hyjm：＋）の
相関がある。

中国の場合，インターネットが急速に普及して
いるが，eクチコミの映画への影響力は大きくは
なかった。例えば，2015年の中国のクリスマス映
画「Mr. Six」「The Ghouls」「Devil and Angel」の
中で，「Devil and Angel」は平均視聴比率が圧倒
的に高いのに（約50％），豆瓣（Douban；中国で
有名な映画クチコミサイト）でのクチコミ評価点
数は 4点以下であった（満点10点）。それに対し，
平均視聴比率22.4％の「Mr. Six」と24.5％の
「The Ghouls」の点数は 8点以上である。このよ
うな現像は中国で珍しくない。王（2015）は，
2015年の「Tiny Times 4 」「Silent Separation」
「Forever Young」「Running Man」の興行収入は
全部 3億元（約50億円）以上であるのに，Douban

での点数は 4点程度であることを報告している。
さらに，2015年の興行収入トップ 5のクチコミ評
価点数は「Monster Hunt」が 7点，「Lost in Hong 

Kong」が5.9点，「Goodbye Mr. Loser」が7.7点，
「A HERO OR NOT」が6.4点，「The Man from 

Macau 2 」が5.8点であるため，映画の eクチコ
ミと興行収入の相関性が弱くなったことを指摘し
た。

苏（2008）は，中国の都市化レベルが高いほど，
p，qの値が大きくなることを指摘している。つ
まり，都市化のレベルが高いほど，新製品の普及
率は初期から高く，速くなると言える。Rangaswamy 

and Gupta（2007）は，オンラインチャネルの登
場により新製品の普及を促進でき，p，q，mの
値が大きくなることを指摘している。中国ではオ
ンラインチケット販売の普及により，消費者は安
い価格でチケットを入手できる。これも中国の映
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は大きい（Hsjq：＋）。

しかし，日本ではゴールデンウィーク期間中に
上映される映画は数多くあり，消費者はこれらの
映画の中で好きな映画を選び出すため，クチコミ
などの情報を調べながら映画を選択する可能性が
ある。「コタローの日常喫茶」というサイトの
2016年「ゴールデンウィーク（GW）カップルや
夫婦の過ごし方ランキング

4 ）
」の第 4位には「映

画」があげられている。普段は月に 1本程度しか
観ない映画をゴールデンウィーク期間中は連続し
て観る方が多いようである。よって，以下の仮説
を設定する。

Hgj： 日本においては，ゴールデンウィークに
公開された映画は他の期間に公開された
映画と比べて，革新係数 p は小さく
（Hgjp：－），模倣係数 q，潜在市場規模 m

は大きい （Hgjq：＋，Hgjm：＋）。

张（2013）により，中国の春節の映画の興行収
入は他の期間よりも多いことが明らかにされてい
る。中国の春節も日本のゴールデンウィークと同
様と考えられる。中国においてもゴールデン
ウィークが存在するが，Forbesの記事

5 ）
によれば，

半分以上の中国人はゴールデンウィークに旅行に
行くという。これは映画市場にマイナスな影響を
与えると考えられる。また，文（2018）は，2017
年の中国のゴールデンウィークの興行収入は
26.29億人民元であり，春節の33.55億人民元より
少ないと指摘した。よって，以下の仮説を設定す
る。

Hsc： 中国においては，春節に公開された映画
は他の期間に公開された映画と比べて，
革新係数 pと潜在市場規模 mは小さく
（Hscp：－，Hscm：－），模倣係数 qは大き
い （Hscq：＋）。

画普及に影響を与えると考えられることから，中
国において，以下の仮説を設定する。

Hyc： 中国においては，年と革新係数 pには正
（Hycp：＋），模倣係数 qには正（Hycq：＋），
潜在市場規模 mには正（Hycm：＋）の相
関がある。

・休日
Litman（1983）は，クリスマスは映画の興行収

入に正の影響を与えると指摘した。文（2018）に
よると，中国の2017年の夏休みの映画の総興行収
入は約163億人民元（約2716億円）であり，映画
産業の成長に大きく貢献したという。このため，
以下の仮説を設定する。

Hh： 日本，中国ともに，夏休み，春休み期間
に公開された映画の潜在市場は，それ以
外の期間に公開された映画の潜在市場よ
り大きい（Hhj：＋，Hhc：＋）。

一方で，＠ niftyニュースの2014年の「正月の
過ごし方ランキング

2 ）
」では， 1位「テレビを見

る」を選択した人は53％であり，トップ10は「テ
レビを見る」「初詣に行く」「年賀状を確認する」
「親戚の家に行く」「ひたすら寝る」「お年玉のや
りとりをする」「福袋を買う，初売りに行く」「初
日の出を見る」「旅行に行く」「今年の抱負，目標
を考える」であり映画を観ることは上位には入っ
ていない。同様に kufura.jpの2018のランキング
調査

3 ）
でも，「正月映画を観に行く」人は1.4％しか

いなかった。せっかくの休日，特に正月の初めに
映画を観に行く人が多くないと考えられることか
ら，以下の仮説を設定する。

Hsj： 日本において，正月に公開された映画は
他の期間に公開された映画と比べて，革
新係数 pは小さく（Hsjp：－），模倣係数 q

 2）https://news.nifty.com/article/item/neta/ 
12225-161227009435/

 3）https://kufura.jp/family/human-relations-
family/12422

 4）https://nichijou-kissa.com/archives/7203
 5） https://www.forbes.com/sites/deborahweinswig/ 
2017/10/03/china-national-day-golden-week-
where-will-chinese-tourists-travel-over-the-
holiday-this-year/#3b72d1447f67
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社が製作・配給する映画の模倣係数 qは，
それ以外の映画より小さい（Hcqj：－，
Hcqc：－）。

Hcm： 日本，中国ともに知名度の高い映画会社
が製作・配給する映画の潜在市場規模 m

は，それ以外の映画より大きい（Hcmj：
＋，Hcmc：＋）。

3）データ
本稿の分析対象は2014年～2017年11月に公開さ

れた3979本の映画の中で，日本で公開された635
本と中国で公開された1122本である。
・休日
映画の公開日と映画の普及パターンの関係性を

分析するために，休日ダミーを設定した。日本と
中国の休日情報を収集し，映画の公開初日が，以
下の期間に入っている場合には休日に公開された
映画とする。日本では，主に正月とゴールデン
ウィークという 2つの長い休日があり，学生には
春休みと夏休みがある。一般的に，日本の正月休
みは前の年の12月29日から 1月 4 日までであり，
ゴールデンウィークは 4月29日から 5月 6日まで
である。春休みと夏休みは学校によって異なるが，
春休みは 2月 1日～ 3月31日，夏休みは 8月 1日
～ 9月21日と定義する。いわゆる正月映画であっ
ても12月中旬から公開されるものが多いため，期
間は長めにとった。
表12にあるように，正月に比べ，ゴールデン

ウィークに上映された映画数が圧倒的に多いこと
がわかる。春休みと夏休みに上映された映画はほ
ぼ同じである。
中国の休日は主に春節，ゴールデンウィーク，

夏休みと冬休みである。春節と冬休みはここでは
同じ期間とする。中国の春節は旧暦の祝日のため，
年により異なる。ゴールデンウィークは 9月24日
から10月10日までであり，夏休みは 6月15日～ 9
月 5 日と設定した。表13を見ると，中国の新年
（春節）に上映された映画の割合は日本の約 2倍
であり，ゴールデンウィークに上映された映画の
数も日本より多い。中国の夏休みに上映された映
画は全体の約38％であり，日本の夏休みの27％よ
り大きいことがわかる。

Hgc： 中国においては，ゴールデンウィークに公
開された映画は他の期間に公開された映
画と比べて，革新係数 pは小さく（Hgcp：－），
模倣係数 qは大きい（Hgcq：＋）。

・レイティング
本研究では米国でのレイティング情報を用いる。
米国ではレイティングシステムを設けており，映
画に暴力的なシーンがある場合など，PG（子供
にとっては好ましくない内容が含まれている可能
性がある），PG-13（13歳以下にとっては不適切
な内容が含まれている可能性がある）のように指
定して制限をかけている

6 ）
。このような制限をかけ

ると未成年が入場しにくくなるため，潜在市場規
模が小さくなると考えられる。
日本でも類似の仕組みがあるが，中国では映画
のレイティングがないため，レイティングによっ
て制限されたかどうかは映画に影響がないと考え
られる。よって以下の仮説を設定する。

Hrj： 日本においては，米国のレイティングで
制限された映画の潜在市場は，レイティ
ングされていない映画よりも小さい（Hrj ： 

－）。
Hrc： 中国においては，米国でのレイティング

は潜在市場に影響を与えない。

・映画製作・配給会社
一般的に，知名度の高い映画会社が製作した映
画の投資額は多く，品質が保証されている。そし
て，シリーズ映画が多く，消費者がクチコミを見
なくても彼らの映画を観に行く可能性が高い。す
なわち，革新的な消費者が増加し，模倣的な消費
者が少なくなると考えられることから，以下の仮
説を設定する。

Hcp： 日本，中国ともに，知名度の高い映画会
社が製作・配給する映画の革新係数 pは，
それ以外の映画より大きい（Hcpj：＋，
Hcpc：＋）。

Hcq： 日本，中国ともに，知名度の高い映画会

 6）https://www.mpaa.org/film-ratings/



映画の興行収入トレンドの規定要因 89

20th Century Foxは米国の映画会社であり，主
な映画には「アイス・エイジシリーズ」，「X-MEN

シリーズ」，「スターウォーズ・シリーズ」などが
ある。
・Lions gate films（ライオンズゲート）
Lions gate filmsは1976年にカナダで設立され
た映画製作・配給会社であり，ホラー映画，コメ
ディで現在の地位を確立した。
・ Lions gate / Summit（ライオンズゲート /サ
ミット・エンターテインメント）

Summit Entertainmentは1991年に設立された
映画会社である。2012年から，Lions gateはSummit 

Entertainmentを別のブランドとして運営してい
る。
・ Paramount（パラマウント映画）
Paramount Pictures Corporationは米国の映画

スタジオである。主な映画には「フォレスト・ガ
ンプ」，「トランスフォーマー」，「アベンジャー
ズ」，「キャプテン・アメリカ」などがある。
・ Sony / Columbia（米国ソニー・ピクチャー
ズ・エンタテインメント /コロンビア映画）
コロンビア映画は元々は米国の映画会社であり，

ソニーが買収した。主な映画は「スパイダーマ
ン」，「007シリーズ」などである。

・レイティング
映画のレイティング変数は，boxoffice.comの

映画情報に付与されている米国のMPAA Rating

を参照した。レイティングされていない映画は G

級（General Audiences）であり，年齢の制限が
ない。PG（Parental Guidance Suggested）は子
供に適していない内容，PG-13（Parents Strongly 

Cautioned）は13歳以下の子供に適していない内
容，R級（Restricted）の映画は，17歳未満は親
または保護者を同行する必要がある。
・映画製作・配給会社
これについても boxoffice.comの映画情報に付

与されている情報を利用する。本研究で分析する
映画データの中で，10本以上の映画を製作・配給
した映画会社を紹介する。
・Buena Vista（ブエナビスタ）
Buena Vistaはウォルト・ディズニー・カンパ
ニーがかつて使用していた配給部門のブランド名。
さらに以前は同社系列の配給会社名であった。現
在はウォルト・ディズニー・スタジオが事業を継
続している。Buena Vistaが配給した映画の代表
例には「カリブの海賊」，「カーズ」，「プリティ・
プリンセス」などがある。
・20th Century Fox（20世紀フォックス）

表12　日本における休日に公開された映画数（本）

期間 0（休日以外に公開） 1（休日に公開） NA

正月 前年の12月13日～ 1月10日 615  14 6
ゴールデンウィーク 4月22日～ 5月10日 584  45 6
春休み 2月 1日～ 3月31日 492 137 6
夏休み 7月15日～ 9月30日 494 135 6

注）2014年～2017年で日付は若干異なるが，この期間を休日とした。

表13　中国における休日に公開された映画数（本）

期間 0（休日以外に公開） 1（休日に公開） NA

春節

2014年 1 月18日～ 2月16日
2015年 2 月 7 日～ 3月 8日
2016年 1 月30日～ 2月18日
2017年 1 月21日～ 2月19日

1060  60 2

ゴールデンウィーク 　　　 9月24日～10月10日 1097  23 2
夏休み 　　　 6月15日～ 9月 5日  814 306 2
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・Universal（ユニバーサル・スタジオ）
Universal Studioは米国の大手映画会社の 1つ

であり，主な映画には「ジュラシック・パークシ
リーズ」，「ワイルド・スピード」などがある。
・Warner Bros.（ワーナー・ブラザース）
Warner Bros.は米国のエンターテインメント

企業であり，主な映画には「ハリーポッター・シ
リーズ」，「ホビット」，「バットマン vsスーパー
マン：ジャスティスの誕生

7 ）
」などがある。

・ The Weinstein Company（ワインスタイン・
カンパニー）

The Weinstein Companyは米国の独立系映画会
社である。主な映画には「英国王のスピーチ」，
「イミテーション・ゲーム」などがある。

市場占有率から見ると，米国の映画会社トップ
6は，コロンビア映画，ウォルト・ディズニー・
スタジオ，ワーナー・ブラザース，ユニバーサ
ル・スタジオ，20世紀フォックス，パラマウント
映画の 6社である。ブエナビスタもディズニーの
傘下なので，本稿はコロンビア映画，ブエナビス
タ，ワーナー・ブラザース，ユニバーサル・スタ
ジオ，20世紀フォックス，パラマウント映画 6社
を「有名な映画会社」とする。

4）分析結果
日本と中国の市場に対して行った推定結果を示

す（表14）。従属変数は両国の革新係数（p），模
倣係数（q）と潜在市場規模（m）の推定値であ
る。コントロール変数として boxoffice.comで提
供されている映画のジャンル（大分類）・ダミー
も導入した。なお，Bassモデルで推定できなかっ
た映画もあるため，サンプルサイズは日本405，
中国133となった。
・情報環境変化の影響
日本における推定結果を見ると，「年」は革新

係数 pについて負で有意，潜在市場係数 mにつ
いて正で有意である。つまり，時間の経過ととも
に，映画の興行収入パターンは「模倣者からの売
上」になり，潜在市場の規模も増加する傾向があサ
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は日本より強いことがわかる。よって，Hcmjは棄
却され，Hcmcは支持された。
映画会社と p，qの関係性について，日本では

ライオンズゲート，サミット・エンターテインメ
ント，コロンビア映画，ユニバーサル・スタジオ，
ワーナー・ブラザースは革新係数 pについて正で
有意であった。中国ではパラマウント映画が革新
係数 pについて正で有意であった。一方で，中国
ではブエナビスタ，パラマウント映画，コロンビ
ア映画，ワーナー・ブラザースは模倣係数 qに
ついて負で有意であった。日本，中国ともにいく
つかの会社は映画の革新係数 pに対して正で有意
であり，模倣係数 qについては負で有意であった。
特に，有名な会社の比率が高い。これは，ある程
度，消費者の好みを映画会社が反映しているため
であろう。よって，仮説 Hcpj，Hcpc，Hcqj，Hcqcは
棄却された。
・映画のジャンル
映画のジャンルについて，日本ではアドベン

チャー，ホラー，SF，ウェスタンの映画が革新
係数 pに対して正で有意であった。これらの映画
の興行収入パターンは「革新者からの売上」であ
る。また，スリラーは模倣係数 qについて正で
有意であった。そして，アドベンチャー，ドラマ，
ファミリー，ホラーは潜在市場規模 mについて
負で有意であった。中国では p，qに対しては有
意とならず，mに対してのみ，ドラマ，ホラー，
SFが負で有意であった。ドラマとホラーは日中
ともに潜在市場規模が小さくなると言える。

5）考察
データの分析により，映画のスケジューリング，

年，ジャンル，レイティング，製作会社は興行収
入パターンに影響があることがわかった。
仮説の検定結果を表15にまとめる。結果の中で

注目すべきは，仮説と異なり，中国の映画ごとの
潜在市場規模は時間の経過とともに小さくなって
いることである。その要因として，オンデマンド
の競争が激しくなり，映画の上映期間が終わった
後にすぐに低い価格（もしくは無料）でオンデマ
ンドで見られることがあげられる。
表16に，過去数年の日中の映画の公開本数をま

とめた。日本の公開映画本数は比較的安定してい

る。この結果から，Hyjp と Hyjm は支持された。
Hyjq：＋の係数は有意ではないため棄却された。
中国における結果を見ると，「年」は革新係数

pについて正で有意であったが，模倣係数 qにつ
いては有意ではなく，潜在市場係数 mについて
は負で有意であった。この結果により，中国にお
いては，年と革新係数 pに関するHycpは支持され，
模倣係数と潜在市場係数に関する Hycq，Hycmは棄
却された。
・休日
日本では，ゴールデンウィーク，夏休みと春休
みダミーは潜在市場係数 mについて正で有意で
あった。つまり，この 3つの期間の潜在映画市場
の規模が大きいことがわかる。このことから，
Hhjと Hgjmは支持された。また，正月ダミーは模
倣係数 qについて正で有意であり，Hsjqも支持さ
れた。一方で，革新係数 pについては有意となら
ず，Hsjpは棄却された。ゴールデンウィークダ
ミーは革新係数 pについて負で有意であり，Hgjp

も支持された。一方，ゴールデンウィークダミー
は模倣係数 qに関しては，有意とならず，Hgjqは
棄却された。

中国において，全ての休日ダミーの潜在市場規
模mへの係数は有意ではなく，Hhcは棄却された。
一方，春節とゴールデンウィークは模倣係数 qに
対して正で有意であり，仮説Hscq，Hgcqは支持され，
仮説 Hscp，Hgcp，Hscmは棄却された。
・レイティング
日本では，PG，PG-13，R級のレイティング
は潜在市場規模 mに対して負で有意であり，Hrj

は支持された。中国では，PG，PG-13，R級と
も潜在市場規模 mへの係数は有意ではなく，Hrc

も支持された。
・映画製作・配給会社
映画会社について，日本では，ブエナビスタ，
パラマウント映画，ワーナー・ブラザースダミー
が潜在市場規模 mについて正で有意であった。
中国では，ブエナビスタ，20世紀フォックス，パ
ラマウント映画，コロンビア映画，ユニバーサ
ル・スタジオ，ワーナー・ブラザースが潜在市場
規模 mについて正で有意であった。つまり，中
国において有名な映画会社は興行収入への影響力
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なお，先行研究とは異なり，中国の春節，ゴー
ルデンウィーク，夏休みの映画潜在市場規模は大
きくないことがわかった。これらを含めて本章で
の分析が日本と中国の映画の普及パターンごとの
マーケティングの参考になることを期待する。

るが，中国では公開映画数が急増している。公開
映画本数の増加とともに，競争が激しくなり， 1
本あたりの潜在市場規模が小さくなる可能性があ
る。本稿で分析した潜在市場規模は映画の市場全
体ではなく，各映画のことなので，仮説と一致し
ている原因と考えられる。

表15　仮説の検定結果

年：日本 Hyj：日本においては，経過年と革新係数 pは負（Hyjp：－），模倣係数 qは
正（Hyjq：＋），潜在市場規模mは正（Hyjm：＋）の相関がある。

（Hyjp：－） 支持
（Hyjq：＋） 棄却
（Hyjm：＋） 支持

年：中国 Hyc：中国においては，年と革新係数 pは正（Hycp：＋），模倣係数 qは正
（Hycq：＋），潜在市場規模mは負（Hycm：－）の相関がある。

（Hycp：＋） 支持
（Hycq：＋） 棄却
（Hycm：－） 棄却

休日：日本・
中国

Hh：日本，中国ともに，夏休み，春休み期間に公開された映画の潜在市場
は，それ以外の期間に公開された映画より大きい（Hhj：＋，Hhc：＋）。

（Hhj：＋） 支持
（Hhc：＋） 棄却

休日：日本 Hsj：日本において，正月に公開された映画は他の期間に公開された映画と
比べて，革新係数 pは小さく（Hsjp：－），模倣係数 qは大きい（Hsjq：＋）。
Hgj：日本においては，ゴールデンウィークに公開された映画は他の期間に
公開された映画と比べて，革新係数 pは小さく（Hgjp：－），模倣係数 q，
潜在市場規模mは大きい （Hgjq：＋， Hgjm：＋）。

（Hsjp：－） 棄却
（Hsjq：＋） 支持
（Hgjp：－） 支持
（Hgjq：＋） 棄却
（Hgjm：＋） 支持

休日：中国 Hsc：中国においては，春節に公開された映画は他の期間に公開された映画
と比べて，革新係数 p，潜在市場規模 mは小さく（Hscp：－，Hscm：－），
模倣係数 qは大きい （Hscq：＋）。
Hgc：中国においては，ゴールデンウィークに公開された映画は他の期間に
公開された映画と比べて，革新係数 pは小さく（Hgcp：－），模倣係数 qは
大きい （Hgcq：＋）。

（Hscp：－） 棄却
（Hscq：＋） 支持
（Hscm：－） 棄却
（Hgcp：－） 棄却
（Hgcq：＋） 支持

レイティング：
日本

Hrj：日本においては，米国のレイティングで制限された映画の潜在市場は，
レイティングされていない映画よりも小さい（Hrj：－）。

（Hrj：－）支持

レイティング：
中国

Hrc：中国においては，米国でのレイティングは潜在市場に影響を与えない。（Hrc）支持

映画製作・配給
会社：日本・
中国

Hcp：日本，中国ともに，知名度の高い映画会社が製作・配給する映画の革
新係数 pは，それ以外の映画より大きい（Hcpj：＋，Hcpc：＋）。
Hcq：日本，中国ともに，知名度の高い映画会社が製作・配給する映画の模
倣係数 qは，それ以外の映画より小さい（Hcqj：－，Hcqc：－）。
Hcm：日本，中国ともに知名度の高い映画会社が製作・配給する映画の潜
在市場規模mは，それ以外の映画より大きい（Hcmj：＋，Hcmc：＋）。

（Hcpj：＋） 棄却
（Hcpc：＋） 棄却
（Hcqj：－） 棄却
（Hcqc：－） 棄却
（Hcmj：＋） 棄却
（Hcmc：＋） 支持

表16　公開映画本数

2014年 2015年 2016年 2017年
（11月まで）

初公開日
不明

日本 109 93 114  89 13
中国  89 73 170 167  2
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民元（約1.8億ドル）となり，映画興行収入の 5
割を占めた。その後，Gcouponサイト「美团」
（www.meituan.com），中国の大手インターネット
サービス会社テンセント（Tencent）と大手オン
ラインショッピング会社淘宝网（www.taobao.

com）も相次いで映画チケットのオンライン販売
を始めた。なお，このようなサービスには，映画
チケットの購入と座席の指定だけではなく，映画
と映画館情報の入手，レビューや点数の閲覧など
の機能も付いている。
このように，映画チケットのオンラインチケッ

ト販売サービスは急速に普及している。このこと
から本研究は，中国における映画のオンラインチ
ケット販売サービスの普及が映画の興行収入，消
費者の映画鑑賞行動に及ぼす影響を明らかにする。
このため，国レベルでの映画興行収入，個別映画
について Bassモデルで推定した潜在市場規模 m，
革新係数 pに注目する。
・オンラインチケット購入サービスの概覧
分析の前に，中国におけるオンラインチケット

購入サービスのプラットフォームについての分類
と発展の流れについて概覧したい。
まず，分類は統一されていないため，Wan

（2016）と中国产业信息网（中国産業情報サイト
9 ）
）

の分類を統合し，それぞれの会社やサイトの情報
を確認し分類した（表17）。会社名やサイト名な
どの変動があるが，ここであげられている企業例

7． 中国における映画のオンラインチケット
販売サービスの普及が興行収入及び
消費者の鑑賞行動に及ぼす影響

8）

1 ）はじめに
・問題提起
近年，中国の映画市場は著しく成長しており，
世界の映画市場全体の底上げにつながると期待さ
れることから，重要な市場となっている。
米国映画協会によると，2012年の国別の映画興
行収入は中国が27億ドルであり，日本の24億ドル
を抜いて，米国・カナダの108億ドルに次ぐ世界
第 2位となった。2015年には，中国の映画興行収
入は68億ドルにまで増加し，米国・カナダの映画
興行収入の61.3％，日本の3.8倍に達した（MPAA 

2013, 2014, 2016）。
また，「中国映画市場調査（日本貿易振興機構
2015）」によると，中国全土の映画館の上映情報
をインターネットで検索し，映画館で購入するよ
りも安く座席指定をしてチケットが購入できるよ
うなサイトやモバイルアプリが人気になりつつあ
るという。例えば，2010年には，「格瓦拉」
（www.gewara.com），「 蜘 蛛 电 影 」（film.spider.

com.cn）などの映画情報サイトが映画チケット
のオンライン販売を開始している。2013年には，
オンライン座席指定チケットの市場規模が12億人

表17　オンラインチケット販売サービスプラットフォームの分類

類型 例
映画チケット販売専門プラットフォーム 格瓦拉（www.gewara.com）
シネマライン会社により設立されたオンラインプラットフォーム 万达电影（www.wandafilm.com）

星美电影网（www.ixingmei.com）
オンラインショピングサイトによる映画チケット購入サービス 京东（movie.360buy.com）

淘票票（dianying.taobao.com）
Gcouponサイトによる映画チケット販売サービス 百度糯米（www.nuomi.com）

美团电影（www.meituan.com）
映画レビューサイトによる映画チケット販売サービス 豆瓣电影（movie.douban.com）

时光网（www.mtime.com）

出所：Wan（2016），中国产业信息网より筆者作成

 8）この章は陳が担当した。  9）http://m.chyxx.com/view/581196.html
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場となり，中小企業が撤退したり，合併や買収さ
れたりしている。また，各社はチケット販売に留
まらず，業界の川上にも進出し，映画の製作と出
版にも積極的に参入し始めた。
2014年，業界の上位 3位の「猫眼电影」（「元美

团电影」），「格瓦拉」，「微信电影票」はそれぞれ
16.87％，6.75％と4.99％の市場シェアを占めてい
た
11）
。
2015年，第 1決算期～第 3決算期には，業界の

トップ 3は「猫眼电影」（50.1％），「百度糯米」
（11.2％）と「微票儿」（10.3％）（元「微信电影
票」）。「淘宝电影」は9.6％で，「格瓦拉」は3.7％
にまで落ち込んだ。なお，2015年12月に「格瓦
拉」は「微票儿」と合併した

12）
。

はすべて設立当初の中国語の名前である。
映画のオンラインチケット販売サービスは発展
が速く，変化が激しい業界である。ここ数年間，
合併と買収，及び事業の拡大による会社名やサイ
ト名の変更も頻繁に行われている（表18）。
2008年～2012年の期間に，スマートフォンとオ
ンライン決済サービスの普及によって，映画のオ
ンラインチケット販売サービスが生まれ，オンラ
インでの座席選択サービスが人気となった。この
段階では，IT業界の中小企業が積極的に映画チ
ケットの販売に携わり，映画館との協力関係を強
めた。
2013年～2016年は，Gcouponサイト「美团」

（www.meituan.com），インターネットサービス会
社テンセント（Tencent），オンラインショッピン
グ会社淘宝网（www.taobao.com）などの大手 IT

企業が相次いで映画チケットのオンライン販売を
開始し，高い資本力で10％以上割引し，市場シェ
アを奪い合っていた。この段階から，映画のオン
ラインチケット販売サービスは大手企業中心の市

表18　中国における映画のオンラインチケット販売サービスの年表

2008年 映画情報サイト「格瓦拉」（www.gewara.com）創設。
2010年「格瓦拉」（www.gewara.com）がオンライン座席指定サービスを開始。
2011年 映画情報サイト「蜘蛛电影」（film.spider.com.cn）が映画チケット販売を開始。

映画オンラインチケット販売サイト「抠电影」（www.komovie.cn）創設。

2012年
Gcouponサイト「美团」（www.meituan.com）が映画オンラインチケット販売サービス「美团电影」を
開始。
映画レビューサイト「豆瓣电影」（movie.douban.com）が映画チケット販売を開始。

2013年「美团电影」が「猫眼电影」（www.maoyan.com）に改名。

2014年

大手オンラインショッピング会社淘宝网（www.taobao.com）が映画オンラインチケット販売サービス
「淘宝电影」開始。
大手インターネットサービス会社テンセント（Tencent）が映画関係の子会社の微影时代を創立し，オ
ンライン座席指定サービス「微信电影票」開始10）。 

2015年

「猫眼电影」（元「美团电影」）が Gcouponサイト「美团」（www.meituan.com）の子会社として独立。
「微信电影票」が「微票儿」に改名。
映画情報サイト「格瓦拉」（www.gewara.com）が映画関係会社「微影时代」と合併。チケット販売
サービスは今までの通りに別々で運営。
大手インターネット検索会社百度（Baidu）の子会社の「百度糯米」（Gcouponサイト）が映画チケッ
ト販売を開始。

2016年「微票儿」（元「微信电影票」）が「娱票儿」に改名。
2017年 淘宝网（www.taobao.com）の映画オンラインチケット販売サービス「淘宝电影」が「淘票票」に改名。

出所）表中の URLを参考に筆者作成

10）http://www.cnicif.com/content/2016-05/01/
content_13190293.htm

11）https://www.analysys.cn/analysis/22/detail/ 
10859/

12）http://www.bigdata-research.cn/content/ 
201511/76.html
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を獲得するためにクーポンや割引を行っているた
め，オンラインでチケットを購入する方が安価で
ある。なお，興行収入を集計する際には，消費者
が実際に支払った金額ではなく，値引き前の映画
の入場料金が記録される。
中国のコンサルティング会社 Analysysが2015

年に実施した調査によると，映画のオンラインチ
ケット販売サービスの利用者の71.2％が月収5000
元（約 8万円）未満の低収入層である（Analysys 

2016）。また，iiMediaが2017年上半期に映画のオ
ンラインチケット販売サービス利用者を対象にし
た調査では，「オンライン購入アプリケーション
の中で，一番関心を持っている点は何ですか」と
いう質問に対して，「価格が安い」と答えた消費
者が全体の63.9％ともっとも多くなっている

14）
。

以上のデータから，中国において，映画のオン
ラインチケット販売サービスの利用者は低収入層
で，価格感度の高い消費者が多いと言える。価格
が下がることで，オンラインや DVDで視聴して
いた層が，映画館を訪れるようになり，映画館へ
の訪問者数が底上げされると推測できる。
さらに，Analysysが2016年に発表した業界研
究レポート（Analysys 2016）によると，2012年
～2015年の期間には，大都市（一流都市，二流都
市）の映画チケットの売上が映画興行総収入に占
める割合は年々減りつつある。これに対して，三
流，四流，五流都市での売上が映画興行収入に占
める割合は年々増えている（図 9参照）。

15）

もちろん，三流，四流，五流都市の経済力は一
流，二流都市に及ぶものではないが，これらの都
市の数は圧倒的に多く，膨大な人口があり購買力
が潜在していることも無視できない。オンライン

2016年，第 3決算期では，業界のトップ 3「猫
眼电影」，「百度糯米」，「娱票儿」（元「微票儿」）
はそれぞれ22.8％，20.9％，12.7％の市場シェア
を 占 め て い た。 こ の 3 社 の 親 会 社「 美 团

（Meituan）」，「 百 度（Baidu）」，「 テ ン セ ン ト
（Tencent）」はいずれも IT業界の大手企業である

13）
。

このように各社が市場シェアを奪い合うため，
オンライン映画チケットを割引販売していた。9.9
元（約170円），19.9元（約350円），29.9元（約500
円）などの超低価チケットが消費者の目を引き，
ハリウッドの 3D/IMAX映画も30元の値段で観ら
れていた。超低価に慣れた消費者は，今後，通常
の値段を受け入れにくく，このまま進むと，各社
は価格競争に陥るかもしれない。よって，オンラ
インチケット販売サービスを提供する会社は，低
価格だけではなく，多様な機能と豊富な情報で消
費者への付加価値を向上させるべきだろう。値引
きによって，映画興行収入の統計データと消費者
が実際に払った金額は異なっている。映画会社は
自社の映画チケットをオンラインチケット販売
サービスを通して大量に購入し，上映館数を増加
させるような操作を行うことがある。こうした行
動は，不正競争行為として指摘されている。デー
タ上でもオンラインチケット販売サービスの普及
によって，映画興行収入は映画市場規模を判断す
る指標として信用性低下につながる。このような
ことがあってか，2017年からは，チケットの割引
が大幅に減少し，各社は低価格以外の方法での差
別化を行っている。

2）仮説
以下では中国という国レベルでの映画興行収入
に関する仮説，第 3章で推定した個別の映画の潜
在市場規模，革新係数についての仮説を設定する。
（ 1）�国レベルの仮説：中国における映画興行

収入の規定要因
世界の映画産業のメイン市場である米国では，
オンライン購入の際には手数料が請求されるため，
オンラインよりオフラインでチケットを購入した
方が安い。これに対して中国では，映画のオンラ
インチケット販売サービスの提供者は市場シェア

14）この他「支払い方法が多い」が54.9％，「映画
館が豊富」が42.6％，「レビューが多い」が
34.8％，「操作が簡単」が32.0％，「その他」が
9.0％であった。

15）一流，二流，三流，四流，五流都市とは，中
国における経済発展のレベルによる都市のラン
キングである。一流以降のランキング基準は決
まってないが，一般的な認識では一流都市は北
京，上海，広州，深センの4つしかない。また，二
流都市としては各省の省庁所在地が多く挙げら
れる。統一された基準がないため，Analysys社
が提供しているデータはあくまでも参考。13）http://www.shujuju.cn/lecture/detail/111
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Hm2： スクリーン数と映画興行収入には正の相
関がある。

また，国民収入の増加もレジャー産業の成長に
とって重要なエンジンと言えよう。国民の収入を
反映する概念として，一人当たりの GDPと購買
力平価 PPP（Purchasing Power Parity）について
それぞれ仮説を設定する。購買力平価 PPPとは，
外国為替レートの決定要因を説明する概念の 1つ
であり，為替レートは自国通貨と外国通貨の購買
力の比率によって決定されるという説に基づいて
いる。本研究では，PPPを中国国民の購買力を
示す概念として使用している。

Hm3： 一人当たりの GDPと映画興行収入には
正の相関がある。

Hm4： PPPと映画興行収入には正の相関がある。

（ 2）映画レベルの仮説
ここでは個別の映画について Bassモデルで推

定したパラメータに注目した仮説を設定する。

・オンラインチケットの普及率と潜在市場規模　
Hm1では中国全体に注目したが，個別の映画に

ついても同様に考え，Bassモデルの潜在市場規
模mに関する仮説を設定する。

チケットが値下げされることで，日常的ではな
かった映画館での映画鑑賞も気軽なものになって
いる。また，オンラインでの座席選びや，レ
ビューの投稿と閲覧，映画情報の入手が可能と
なったことにより，映画鑑賞は利便性と満足度が
向上し，生活に浸透しつつある。すなわち，オン
ラインチケットの普及は映画の潜在市場の規模拡
大を促していると考えられる。これらから，オン
ラインチケットが普及するにつれて，映画の興行
収入も増加するという仮説を設定する。

Hm1： オンラインチケットの普及率と映画興行
収入には正の相関がある。

中国のレジャー産業コンサルティング会社
entgroupが発表した「2014-2015年中国电影产业

研究报告（entgroup 2015）」では，中国映画市場
の目覚しい成長を促した要因として，政府の映画
産業に対するサポート（政策），企業による映画
産業への参入と投資（経済），若者の映画鑑賞の
増加（社会）の 3つがあげられている。この他に
も，スクリーン数の増加や国民の収入の向上など
の要因も映画興行収入に与える影響として無視で
きない。このように，映画スクリーンは不可欠な
映画インフラとして映画市場の発展に大きな役割
を果たしている。よって，以下の仮説を設定した。

図 9 　映画興行収入における中国各レベル都市が占めるチケット売上の割合
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～2015年の 6年間の中国年間映画興行総収入デー
タを使用する

16）
。なお，単位は億中国人民元として

いる。
映画興行収入に影響を与えると仮定された説明

変数は，インターネットの普及率，オンラインチ
ケットの普及率，スクリーン数，そして国民の収
入を反映する一人当たりの GDPと PPPである。
映画についてのデータが 6年分しか入手できな
かったため，これらの変数も2010年～2015年の 6
年間のデータを使用する。インターネットの普及
率は CNNIC（中国インターネット情報センター）
が2016年 1 月に発表した「第37次中国互联网络发

展状况统计报告（第37回中国インターネット発展
状況統計レポート）」からデータを取得した

17）
。オ

ンラインチケット普及率は中国産業発展研究網
18）
，

スクリーン数は映画情報のデータマーケティング
プラットフォーム

19）
よりデータを取得した。また，

一人当たりの GDP，PPPは世界銀行のデータを使
用した

20）
。単位はそれぞれドル，ICU（international 

currency unit）である（表19）。
以上のデータの相関係数（表20）を見ると，分

析に用いた変数にはそれぞれ映画興行収入との間
に，高い相関が見られる。つまり，興行収入の増
加は，インターネットの普及とスクリーン数の増
加，オンラインチケットの普及，そして国民収入
の向上とそれぞれ強い関係性があると言える。こ
の中でも，オンラインチケットの普及率と映画興
行収入との相関係数は最も高い。
なお，2013年～2015年に，一人当たりの GDP

と PPP，そしてインターネットの普及率は大き
く増加していないのに対し，スクリーン数は2013
年と比べて2015年は174％，オンラインチケット
普及率は243％増加し，映画興行収入も197％増加
している。前述のように，2013年から大手 IT企
業が相次いでオンラインチケット販売に携わり始
めて，チケットに割引をかけることが興行収入の

Hi1： オンラインチケットの普及率と映画の潜
在市場規模mには正の相関がある。

・ オンラインチケットの普及率と革新係数 p

iiMediaが実施したチケットの購入サービスに
関する調査（iiMedia 2017）では，「一番多く利
用している機能は何ですか」という質問に対し，
「映画チケットの購入」と答えた割合が73％と最
も高い。その次は，「映画情報の入手」であり，
全体の54.5％を占める。「劇団やスポーツ試合の
チケットの購入」は40.2％で，「映画レビューの
閲覧」は25.0％と，「映画情報の入手」の回答者
の半分にも達していない。また，同社の調査結果
では，携帯電話・スマートフォン上でのインター
ネット使用者のうち，映画の情報源が映画チケッ
トのオンライン購入アプリケーションである割合
は40.3％であると報告されている。
さらに，オンラインチケットの割引後の価格は
低収入層にとっても手頃な価格であるため，オン
ラインチケットの普及によって，人々の映画の選
択へのリスクや後悔も低下していると考えられる。
以上の理由から，次の仮説を設定する。

Hi2： オンラインチケットの普及率と革新係数 p

には正の相関がある。

・ オンラインチケットの普及率と模倣係数 q

前述の通り，他人の鑑賞後のレビューを待つの
ではなく（模倣），自ら映画の情報を探し，チ
ケットを購買する消費（革新）が多く行われてい
ると推測される。よって，オンラインチケットと
模倣係数 qとの関係に関して次の仮説を設定する。

Hi3： オンラインチケットの普及率と模倣係数 q

には負の相関がある。

3）国レベルでの仮説の検定
（ 1）データ
Hm1では，中国全体でのオンラインチケットの
普及率が中国での年間映画興行収入に与える影響
を検証するため，映画興行収入が従属変数になる。
この映画興行収入データとしては中華人民共和国
国家統計局の公式サイトで公開されている2010年

16）http://www.stats.gov.cn/
17）https://cnnic.cn/gywm/xwzx/rdxw/2015/ 
201601/W020160122639198410766.pdf

18）http://www.chinaidr.com/tradenews/2016-07/ 
99571.html

19）http://t.qq.com/dianyingzixunshu
20）http://www.worldbank.org/
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数が少ないものの決定係数 R 2も修正 R 2も 1 に近
く，当てはまりは良好である。よって，Hm2は支
持された。
・国民収入と映画興行収入との関係
国民収入と映画興行収入との関係を検証するた

め，一人当たり GDP（current US$）と PPPを説
明変数にして，それぞれ単回帰分析を用いた推定
結果を表22に示す。一人当たり GDPの係数は
0.09（t＝4.21，p＜0.05）と正で有意である。また，
PPPの係数は0.06（t＝6.56，p＜0.01）と正で有
意である。一人当たり GDPの決定係数 R 2と修正
R 2の値はともに PPPよりやや低いものの，両方
とも当てはまりは良好である。よって，Hm3と
Hm4は支持された。つまり，国民収入と映画興行
収入との正の相関が支持された。

増加につながっているものと言える。
このように説明変数間の相関が高く，これらを
同時に導入すると多重共線性の問題が生じるため，
ここでの検定は仮説ごとに単回帰分析で行った。
（ 2）推定結果
・ オンラインチケットの普及率と映画興行収入
との関係
映画興行収入とオンラインチケット普及率に関
して，単回帰分析を用いた推定結果を表21に示す。
データ数が少ないものの決定係数 R 2値，修正 R 2

ともに当てはまりは良好である。オンラインチ
ケットの普及率の係数は657.90（t＝17.95，p＜
0.01）と正で有意である。よって，Hm1は支持さ
れた。
・ スクリーン数と映画興行収入との関係
表21が示すように，単回帰分析を行った結果，
スクリーン数の係数は0.01（t＝13.49，p＜0.01）
と正で有意である。また，Hm1と同じく，データ

表19　分析に使用するデータ（2010年～ 2015年）

インターネッ
ト普及率
（割合）

スクリーン数
オンラインチ
ケット普及率
（割合）

一人当たり
GDP（$） PPP（Intl.$） 映画興行収入（億 ･人民元）

2010年 0.34  6256 0.02 4560.513  9333.124 101.71
2011年 0.38  9286 0.05 5633.796 10384.367 131.15
2012年 0.42 13118 0.12 6337.883 11351.062 170.73
2013年 0.46 18195 0.21 7077.771 12367.965 217.69
2014年 0.48 23592 0.35 7683.503 13439.907 296.39
2015年 0.50 31627 0.51 8069.213 14478.148 440.69

表20　相関係数（国レベルの変数）

インターネッ
ト普及率 スクリーン数 オンラインチ

ケット普及率
一人当たり
GDP（$） PPP（Intl.$） 映画興行収入（億 ･人民元）

インターネット
普及率 1.0000

スクリーン数 0.9522 1.0000
オンラインチケット
普及率 0.9249 0.9958 1.0000

一人当たり GDP（$） 0.9974 0.9529 0.9263 1.0000
PPP（Intl.$） 0.9867 0.9877 0.9728 0.9883 1.0000
映画興行収入
（億 ･人民元） 0.8999 0.9892 0.9938 0.9031 0.9565 1.0000



三 田 商 学 研 究100

y年におけるオンラインチケット普及率 

　　＝0.347＋4.06＊10－4y＋1.25＊10－7y2 
　　  （148.4）　　（64.2）　　　 （24.1） 
 （修正 R 2＝1.0）

この推定値を用いて，各映画の初公開日のオン
ラインチケットの普及率を計算し，説明変数とし
た。また，米国映画が分析対象の半分近くを占め
ているため，米国映画であるかどうかが普及パ
ターンに影響する可能性もある。そこで，米国映
画ダミー変数もコントロール変数として導入した。
（ 2）推定結果
・ オンラインチケットの普及率と潜在市場規模

mとの関係
以下，Hi1を検証するために，各映画の初公開
日のオンラインチケットの普及率と Bassモデル
の潜在市場規模 mとの関係をみる。米国映画ダ
ミー変数によって生じる効果を取り除き，オンラ
インチケット普及率の係数は－3.10（t＝－9.64，

4 ）映画レベルの仮説
（ 1）データ
ここでは，オンラインチケットの普及率と

Bassモデルで推定された潜在市場規模 m，革新
係数 p，模倣係数 qとの関係を検証するため，m，
pと qが従属変数になる。ここで，m，pと qは
前篇第 3章「映画興行収入データへの Bassモデ
ルの適用」で推定した結果である。分析対象は
Bassモデルで推定できた499本の映画であり，う
ち米国映画が208本，それ以外が291本となる。前
節のように，スクリーン数も影響を与えると考え
られるが，boxoffice.comでは中国についてはス
クリーン数が収集されていないため，用いること
ができない。
オンラインチケット普及率については前述の年
次データを用いて 2次項も導入した次の回帰式を
推定した。なお，推定値の下の括弧内は t値であ
る。

表21　Hm1, Hm2の推定結果（従属変数：中国の年間映画興行収入，億 ･ 人民元）

Hm1：オンラインチケット普及率 Hm2：スクリーン数
係数 t値 有意水準 係数 t値 有意水準

切片  88.23  8.85 ＊＊＊ 切片 3.68  0.20
オンラインチケッ
ト普及率 657.90 17.95 ＊＊＊ スクリーン数 0.01 13.49 ＊＊＊

N 6 N 6
R 2 0.99 R 2 0.98
修正 R 2 0.98 修正 R 2 0.97

注）＊＊＊： 1 ％水準で有意　＊＊： 5 ％水準で有意　＊：10％水準で有意

表22　Hm3, Hm4の推定結果（従属変数：中国の年間映画興行収入，億人民元）

Hm3：一人当たり GDP（current US$） Hm4：PPP（current international $）
係数 t値 有意水準 係数 t値 有意水準

切片 －336.37 －2.47 ＊ 切片 －516.66 －4.51 ＊＊

一人当たり GDP
（current US$） 　　0.09 　4.21 ＊＊ PPP（current 

international $） 　　0.06 　6.56 ＊＊＊

N 6 N 6
R 2 0.82 R 2 0.91
修正 R 2 0.77 修正 R 2 0.89

注）＊＊＊： 1 ％水準で有意　＊＊： 5 ％水準で有意　＊：10％水準で有意
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売サービスの普及が映画の興行収入，そして消費
者の映画鑑賞行動に及ぼす影響を明らかにするこ
とであった。このため，中国におけるオンライン
チケット購入サービスの分類と発展の流れについ
て紹介した。さらに，先行研究と社会現象を踏ま
えて，国レベルで中国の年間映画興行収入を従属
変数として，オンラインチケットの普及，スク
リーン数，そして国民収入との関係についてそれ
ぞれ仮説を設定した。また，映画レベルでオンラ
インチケットの普及と映画潜在市場規模 m，革
新係数 p，そして模倣係数 qとの関係について，
それぞれ仮説を設定した。
単回帰分析によって推定した結果，国レベルの

仮説 Hm1，Hm2，Hm3，Hm4は支持された。すなわち，
中国における映画のオンラインチケット販売サー
ビスの普及および映画スクリーン数と国民収入の
増加は，映画興行収入の増加を促している。
映画レベルの仮説に関しては，Hi2（革新係数 p）
は支持された。すなわち，オンラインチケットの
普及と革新係数 pには正の相関がある。オンライ
ンチケットのアプリケーションによって消費者は
気軽に映画館に行くようになっており，インター
ネットで積極的に映画の情報を調べて，最新映画
を観るような消費行動が多く見られている。しか
し，Hi1（潜在市場規模 m）と Hi3（模倣係数 q）
についての仮説は棄却された。つまり，オンライ
ンチケットの普及率は映画潜在市場規模 mに対
して仮説とは逆に負で有意となった。この結果に
ついて，オンラインチケットを提供する各社が市
場シェアを奪い合うため，割引いていたが，それ

p＜0.01）と負で 1 ％水準で有意である（表23）。
すなわち，オンラインチケット普及率は仮説とは
逆に潜在市場規模 mに負の影響を与えるという
結果であり，Hi1は棄却された。
・ オンラインチケットの普及率と革新係数 pと
の関係

Hi2を検定するために，オンラインチケット普
及率と革新係数 pとの関係についても回帰分析を
行った（表23）。
米国映画ダミー変数によって生じる効果が取り
除かれた結果，オンラインチケットの普及率の係
数は0.36（t＝3.02，p＜0.01）と正で有意となり，
Hi2は支持された。仮説通り，オンラインチケッ
トが普及することによって，クチコミを待たずに
映画館に行く消費者が増加すると言える。ただし，
決定係数 R 2や修正 R 2もかなり低く，当てはまり
は良好ではない。
・ オンラインチケットの普及率と模倣係数 qと
の関係
オンラインチケット普及率と模倣係数 qとの
関係を検証するため，同じように重回帰分析を用
いて推定した。オンラインチケット普及率の係数
は1.19（t＝4.34，p＜0.01）と仮説とは逆に正で
1 ％水準で有意である（表23）。よって，Hi3は棄
却された。

5）まとめ
（ 1）本研究からの知見
本研究の目的は，Bassモデルによる分析を通

して，中国における映画のオンラインチケット販

表23　Hi1, Hi2, Hi3の推定結果（映画レベルの仮説）

Hi1：log（潜在市場規模） Hi2：革新係数 Hi3：log（模倣係数）
係数 t 有意水準 係数 t 有意水準 係数 t 有意水準

切片  20.06  68.25 ＊＊＊ 0.62 0.55 －0.45 －1.77 ＊

オンラインチケッ
ト普及率 －3.10 －9.64 ＊＊＊ 0.36 3.02 ＊＊＊ 　1.19 　4.34 ＊＊＊

米国映画ダミー   1.74  11.47 ＊＊＊ 0.16 2.70 ＊＊＊ －0.63 －4.77 ＊＊＊

N 499 499 296
R 2 0.35 0.03 0.15
修正 R 2 0.34 0.02 0.15

注）＊＊＊： 1 ％水準で有意　＊＊： 5 ％水準で有意　＊：10％水準で有意
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の統計データを収集しにくいためである。精確性
を確保するため，本研究は 6年間のデータしか使
用しなかった。また，本研究では，オンラインチ
ケットの普及が中国映画市場の成長につながると
いう結論が得られたが，値引きによる競争激化，
消費者の参照価格の低下といった問題点について
も検討する必要がある。

8．おわりに

本稿では，日米中における映画の興行収入デー
タを用いて，その時系列パターンを規定する要因
について多角的な分析を行った。各映画の興行収
入の時系列パターンを特徴づける方法として，
Bassモデルで推定された 3つのパラメータを用
いた。Bassモデルや映画に関する先行研究をレ
ビューし，Bassモデルのパラメータを推定した。
推定されたパラメータから，普及パターンが特徴
的な 5本の映画について，eクチコミ（レビュー）
の時間的な変化を中心に事例研究を行った。さら
に，映画が続編か否か，原作の有無が普及パター
ンに影響を与えるのかを分析し，続編，原作があ
ると興行収入が高くなることを示した。また，日
中の映画について映画の特性，公開日がトレンド
に影響を与えること，中国でのオンラインチケッ
トの普及が公開後の興行収入のパターンに影響を
与えていることを明らかにした。
（米国）映画は，グローバルに展開されている
サービスの 1つであり，市場規模が大きいだけで
なく，グローバル・マーケティングを実施，研究
する際にも重要な対象である。本稿では過去 6年
間の日米中 3ヵ国のデータを用いて分析したが，
他の国についてや，より長い期間での分析も可能
である。このような視点から，今後も研究を進め
たい。
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2018年度「オープン化時代の研究開発・製品開発
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ができなくなり，割高と考えられるようになった
ためだと考えられる。
オンラインチケットの普及と模倣係数 qとの
関係は仮説とは逆に正で有意となった。これに関
しては，オンラインチケットの普及は，革新的な
消費行動だけではなく，映画のレビューを読んで
どの映画を観るかを決めるといった模倣型の消費
行動を促進している可能性がある。
また，分析に入れた米国映画ダミー変数は，潜
在市場規模 mと革新係数 pに対しては正，模倣
係数 qに対しては負で有意であった。まず，米
国映画ダミー変数が潜在市場規模 mに正の影響
を与えているのには，歴史的な原因がある。2002
年 2 月17日，中国と米国の間で映画に関する協定
が締結されたため，毎年中国に輸入する米国映画
が増加するようになり，中国と米国の共同製作も
重視されるようになっている。このように，米国
映画はさらに中国市場に進出し，米国映画の愛好
者も増えている。
革新係数 pに関しては，米国映画を選好する消

費者は海外文化が好きで，普通の消費者よりやや
革新的な行動をする傾向があると考えられる。さ
らに，米国映画には「冒険」「勇気」「チャレン
ジ」などの要素が多く，こうした文化に馴染む消
費者は「革新的」な行動を好み，「模倣」する傾
向が低いと考えられる。
（ 2）本研究の総括と今後の課題
これまで映画興行収入や映画鑑賞行動に関する
研究は行われてきたが，Bassモデルを用いて分
析した研究は多くはない。また，オンラインチ
ケット販売サービスに着目した日本での研究も行
われていない。中国語の先行文献はいくつかある
が，ほとんど社会現象を巡る議論に止まり，統計
データによる分析や仮説の検証に触れていない。
よって，本研究は映画に関するマーケティング研
究に新たな視点と切り口を提供したと考える。
ただし，本研究の限界として，国レベルの仮説
を検証する際に使用したデータの数が極めて少な
いことがあげられる。これについては，中国の映
画スクリーン数，オンラインチケットの普及率な
どの公式データが測定されておらず，同一基準で
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